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秋田県政策等の評価に関する基本方針

地方分権時代を迎え、県民の視点に立ち、社会経済情勢の変化を踏まえた効

率的かつ効果的な行政運営が求められている中で、本県においては、平成１０

年度から政策・事業評価制度を導入している。

この評価制度は、政策、施策、事業（以下「政策等」という。）の効果等を

合理的な手法を用いて測定・分析し、一定の尺度に照らして客観的な判断を行

うことにより、的確な政策等の企画立案や実施に有用な情報を提供するととも

に、その結果を政策等に適切に反映させることにより、成果を重視した、効率

的で質の高い行政の推進と県民に対する説明責任の徹底に資するものである。

こうした重要な役割を担う評価制度を県政運営の基本制度として明確に位置

付け、政策等の評価のより厳格な実施と評価に対する信頼性の向上を図るとと

もに、外部評価機関の設置により、評価制度の一層の充実と評価の客観性の向

上を図る観点から、県では、「秋田県政策等の評価に関する条例」（以下「条

例」という。）を制定し、平成１４年４月１日から施行した。

この「秋田県政策等の評価に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）

は、条例の下における政策等の評価の計画的かつ着実な推進を図るため、条例

第４条の規定に基づき、実施機関が定める実施計画の指針となるべき事項を明

らかにするとともに、評価活動について県全体として統一的に取り組む必要の

ある事項を定めたものである。

各実施機関においては、条例の目的とする県民の視点に立った、成果を重視

する行政の推進と県民に対する説明責任の徹底が図られるよう、この基本方針

に基づいて実施計画を策定し、政策等の評価の客観的かつ厳格な実施と評価結

果の政策等への適切な反映に努めるものとする。

第１ 政策等の評価の実施に関する基本的な考え方

１ 実施機関の責務

ア 実施機関は、評価制度の目的を実現するため、条例、基本方針に基づ

き、実施機関の所掌する政策等の特性に応じた実効性のある評価を実施

するものとする。



イ 実施機関は、評価制度を、企画・立案－実施－評価－改善を主要な要

素とする政策等のマネジメント・サイクルの中に明確に組み込み、県民

本位のより質の高い政策等の推進に努めるものとする。

ウ 実施機関は、県民に対する説明責任を徹底するとともに、県民参加を

促進するため、政策等の評価に関する情報を積極的に公表するものとす

る。

エ 実施機関は、政策等の評価に関し、県全体としての統一性を確保する

よう努めるものとする。

オ 実施機関は、政策等の評価の方法に関する調査、研究及び開発を推進

するとともに、政策等の評価に従事する職員の資質の向上のために必要

な研修その他の措置を講じ、政策等の評価の充実に努めるものとする。

２ 評価の対象範囲

ア 政策等の評価の対象範囲については、条例第２条の定義に基づき、実

施機関が所管する政策等に応じて実施機関が実施計画において定めるも

のとする。

イ 実施機関が行う事務のうち、内部管理に関する事務については、条例

第２条第４項に規定する事業には含まれないものとし、評価対象とはし

ないものとする。

３ 評価の種類

政策等の評価の種類は、実施機関が実施計画において定めるものとする。

４ 実施計画の共同策定

公安委員会及び警察本部長は、両実施機関の所掌事項が密接に関連する

ことに鑑み、双方の合意に基づき共同で実施計画を定めることができるも

のとする。

５ 基本方針の見直し

基本方針は、政策等の評価の実施状況や秋田県政策評価委員会の審議等

を踏まえ、必要に応じ見直すものとする。

第２ 政策等の評価の観点に関する基本的な事項

１ 適切な観点の選択

政策等の評価の観点は、次の２及び３により、評価対象となる政策等の

特性に応じて適切に選択するものとし、評価の観点の具体的な内容につい

ては、実施機関が実施計画において定めるものとする。

２ 必要性、効率性、有効性の観点

ア 必要性については、評価の対象となる政策等の目的が県民ニーズや上

位目的に照らして妥当性を有しているか、県が関与する必要性があるか

などに着目するものとする。



イ 効率性については、限られた行政資源の下で、投入された資源量に見

合う効果が得られるか又は実際に得られているか、必要な効果がより少

ない費用負担で得られる手法がないかなどに着目するものとする。

ウ 有効性については、政策等の実施により、期待される効果が得られる

か又は実際に得られているかなどに着目するものとする。

３ その他当該政策等の特性に応じた必要な観点

実施機関は、必要性、効率性及び有効性の観点のほか、評価対象となる

政策等の特性に即した適切な観点がある場合は、これを必要に応じて設定

するものとする。

第３ 政策等の効果の把握に関する基本的な事項

１ 合理的な手法の選択

政策等の効果の把握に当たっては、効果の把握に要する費用、事務量、

期間等を考慮し、評価の目的、評価の対象の性質に応じて適用可能で合理

的な手法を用いるものとする。

２ 定性的な手法の使用等

ア 政策等の効果を定量的に把握することが困難な場合は、定性的な手法

を用いるものとする。

なお、その際には、政策等の効果を可能な限り客観的な事実に基づい

て説明するなど、客観性の確保に十分配慮するものとする。

イ 政策等の効果の把握に関する具体的な事項については、実施機関が実

施計画において定めるものとする。

第４ 目的設定に関する基本的な事項

１ 目的設定の目的

目的設定は、事業課題を明確化させ、事業実施の必要性や手段の妥当性

を考察するとともに、事業実施により達成すべき状態を明らかにすること

を目的とする。

２ 目的設定の対象

ア 目的設定の対象は事業とする。

イ 対象とする事業の範囲については、当該事業の与える影響の程度、評

価に要する費用等を勘案の上、実施機関が実施計画において定めるもの

とする。



第５ 事前評価に関する基本的な事項

１ 事前評価の目的

事前評価は、見込まれる政策等の効果を基礎に、政策等の採択や実施の

可否の検討及び複数の代替案の中から適切な政策等の選択をする際の情報

を提供することを目的とする。

２ 事前評価の対象

ア 事前評価の対象は事業とする。ただし、事業のうち、公共事業箇所に

係る事業等の実施計画で定めるもの以外については、目的設定により事

前評価に代えることができる。

イ 対象とする事業の範囲については、当該事業の与える影響の程度、評

価に要する費用等を勘案の上、実施機関が実施計画において定めるもの

とする。

第６ 中間評価に関する基本的な事項

１ 中間評価の目的

中間評価は、政策等の見直し・改善を図り、より質の高い政策等を推進

するための情報を提供することを目的とする。

２ 中間評価の対象

ア 中間評価の対象は、政策、施策及び事業とする。

イ 実施対象となる政策、施策及び事業の範囲については、当該政策等の

与える影響の程度、評価に要する費用、評価結果のもたらす効果等を勘

案の上、実施機関が実施計画において定めるものとする。

第７ 事後評価に関する基本的な事項

１ 事後評価の目的

事後評価は、類似事業の企画立案や政策等の効果の発現状況に応じた政

策等の適切な推進手法を選択するための情報を提供することを目的とする。

２ 事後評価の対象

ア 事後評価の対象は、事業とする。

イ 対象となる事業の範囲については、評価に要する費用、評価結果のも

たらす効果等を勘案の上、実施機関が実施計画において定めるものとす

る。



第８ 政策等の評価の実施の時期に関する基本的な事項

１ 目的設定の実施時期

第４の２に規定する事業を対象に実施する目的設定は、事業を決定する

前の適切な時期に行うものとし、具体の実施時期については、実施機関が

実施計画において定めるものとする。

２ 事前評価の実施時期

第５の２に規定する事業を対象に実施する事前評価は、事業を決定する

前の適切な時期に行うものとし、具体の実施時期については、実施機関が

実施計画において定めるものとする。

３ 中間評価の実施時期

第６の２に規定する政策等を対象に実施する中間評価は、政策等の評価

結果等を次の政策等の企画立案に反映することが可能となる適切な時期に

行うものとし、具体の実施時期については、実施機関が実施計画において

定めるものとする。

４ 事後評価の実施時期

第７の２に規定する事業を対象に実施する事後評価は、事業が終了した

後の適切な時期に行うものとし、具体の実施時期、評価実施期間について

は、実施機関が実施計画において定めるものとする。

第９ 政策等の評価結果の政策等への反映に関する基本的な事項

１ 評価結果の反映の仕組みの整備

実施機関は、政策等の評価結果の政策等への反映の実効性を高めるため

の仕組みを整備するものとし、その内容は実施計画において定めるものと

する。

２ 反映状況の把握等

ア 実施機関は、政策等の評価を実施したときは、評価結果の政策等への

反映状況を把握し、これを取りまとめた書面を作成するものとする。

イ 反映状況の具体的な内容については、実施機関が実施計画において定

めるものとする。



第１０ 政策等の評価結果等の公表に関する基本的な事項

１ 公表の方法等

ア 政策等の評価結果等の公表は、条例の目的の一つである県民に対する

県の説明責任を果たすことに資するものであることから、公表に当たっ

ては、県民の視点に立った適切な手法を用いて行うものとする。

イ 公表に当たっては、秋田県情報公開条例（昭和６２年秋田県条例第３

号）及び個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の関

係規定を遵守し、適切に対応するものとする。

ウ 実施機関は、県政情報資料室及び地域振興局での閲覧、秋田県公式ウ

ェブサイト及び県広報への掲載など、県民が政策等の評価に関する情報

を容易に入手できる方法を用いて、わかりやすい形式で公表するものと

する。

エ 公表の手段、場所、時期、県民意見の提出先等については、県民の利

便性を確保する観点から、実施機関があらかじめ相互に協議し、統一的

に対応するものとする。

オ 条例第６条第２項に規定する評価調書の公表に当たっては、評価調書

とともに、政策等の評価の対象や結果等を取りまとめた要旨を公表する

ものとする。

２ 公表の時期

ア 実施機関は、毎年度、当該年度の実施計画を定め、遅滞なくこれを公

表するものとする。

イ 実施機関は、政策評価、施策評価及び事業評価を実施し評価調書を作

成したとき並びに目的設定表を作成したときは、その都度、遅滞なくこ

れを公表するものとする。

ウ 条例第８条の規定による報告書は、議会に提出した後、速やかにこれ

を公表するものとする。

第１１ 秋田県政策評価委員会への諮問に関する基本的な事項

１ 秋田県政策評価委員会の所掌事務

条例第１０条第２項に規定する政策等の評価に関する事項とは、実施機

関が行った評価結果の妥当性の点検及び評価制度に関する事項をいうもの

とする。

２ 専門委員会の所掌事項

ア 条例第１４条第１項第１号に規定する公共事業評価専門委員会の所掌

事項は、知事が実施計画において公共事業箇所評価の対象に定める事業



の評価に関することとする。

イ 条例第１４条第１項第２号に規定する研究評価専門委員会の所掌事項

は、知事が実施計画において研究評価の対象に定める事業の評価に関す

ることとする。

３ 諮問事項

秋田県政策評価委員会に諮問する事項については、実施機関が実施計画

において定めるものとする。

４ 諮問に係る相互協議

実施機関は、秋田県政策評価委員会に諮問しようとするときは、諮問の

時期、諮問事項等についてあらかじめ相互に協議し、統一的に対応するも

のとする。

５ 諮問事項に関する資料の事前送付

実施機関は、秋田県政策評価委員会に諮問しようとするときは、委員会

の開催前に、諮問事項に関する資料をあらかじめ送付するものとする。

第１２ その他政策等の評価の実施に関する基本的な事項

１ 政策等の評価の実施方法

政策等の評価の実施方法は、第１の３に規定する評価の種類ごとに実施

機関が実施計画において定めるものとする。

２ 県民の意見を採り入れた評価の実施

ア 条例第３条第３項に規定する県民の意見を採り入れた評価の実施方法

については、実施機関が実施計画において定めるものとする。

イ 県民意見の把握方法については、評価の対象に応じた適切な方法によ

るものとし、具体的な方法は、実施機関が実施計画において定めるもの

とする。

３ 政策等の評価結果の活用

ア 条例第７条に基づく評価結果の活用については、知事は、評価に関す

る情報を重要な参考資料として位置付け、適切な活用を図るものとする。

イ 実施機関は、評価結果を有効に活用するよう努めるものとする。

４ 評価結果等の情報の提供

実施機関は、県の総合計画の策定等のため知事から政策等の評価に関す

る情報の提供を求められたときは、これに応じるものとする。

５ 議会への報告

条例第８条の規定に基づく県議会への報告に関することについては、次

により取り扱うものとする。

(1) 報告書の内容

ア 報告書には、当該年度に実施した評価の対象、時期、観点及び評価



結果等を取りまとめた政策等の評価の実施状況並びにそれぞれの評価

結果の政策等への反映状況等を記載するものとする。

イ 条例第８条に規定する報告書の様式は、知事が実施計画において定

めるものとする。

(2) 報告書の作成及び提出

実施機関は、知事が実施計画に定める期日までに報告書を作成し、知

事に送付するものとする。

(3) 報告書の議会への提出

知事は、実施機関が作成した報告書を取りまとめ、政策等の評価を実

施した年度の県議会９月議会時までに、これを提出するものとする。

附 則

（施行期日）

１ この基本方針は、平成１４年４月１日から施行する。

２ この基本方針は、平成２０年４月１日から施行する。

３ この基本方針は、平成２９年４月１日から施行する。

４ この基本方針は、平成３１年４月１日から施行する。

５ この基本方針は、令和５年４月１日から施行する。


